
 

 

個 別 意 見 の 概 要 
 

Ⅰ 各省各庁営繕計画書の概要 
 

○ 平成 22 年度各省各庁営繕計画書における所要経費は下表のとおりである。 

 

営繕計画書に記載されている営繕計画を実施するための所要経費の総額 

3,445 億円（対前年比 1.05 倍） 

 

 

 

省庁別営繕計画の所要経費の集計 

（単位：億円） 

 22年度計画額 21年度計画額 対前年比 

国会 233 81 2.88  

最高裁判所 178 171 1.04  

会計検査院 1 1 1.20  

内閣及び人事院 59 24 2.47  

内閣府 159 169 0.94  

総務省 13 45 0.28  

法務省 388 423 0.92  

外務省 83 67 1.24  

財務省 671 403 1.67  

文部科学省 33 17 1.93  

厚生労働省 196 359 0.55  

農林水産省 65 75 0.86  

経済産業省 37 39 0.95  

国土交通省 277 378 0.73  

  中央官庁及び合同庁舎 210 246 0.85  

環境省 21 16 1.33  

防衛省 821 782 1.05  

合 計 3,445 3,296 1.05  

端数処理の関係上、各項目の合算値が合計と異なる場合がある。 

（別紙２）



 

 

Ⅱ 各省各庁営繕計画書に対する意見の概要 
 

１ 基本的事項 

○ 各省各庁の長から提出された営繕計画書に対して、官庁施設の位置・規模・

構造の基準、その他営繕関係基準類とともに官庁施設整備等の施策を踏まえて、

技術的観点から施設整備の緊急性や計画の妥当性等の意見を述べる。 

 

２ 政策課題や行政需要への対応 

○ 施設整備に当たっては、工事の品質を確保しつつ、工事コストの縮減、規格

の見直し等を基本視点とした総合的なコスト構造の改善を図る。 

○ 施設の耐震性能の確保による安全の向上、低炭素社会の構築に向けた環境負

荷低減による地球温暖化対策の促進、ユニバーサルデザインの考え方を踏まえ

たバリアフリー化の推進等を図る。 

○ 適正な保全、施設の長寿命化の促進、適正な運用管理等による官庁施設のラ

イフサイクルコストの低減を推進する。 

○ シビックコア地区又は一団地の官公庁施設としての計画条件が整っているも

のについて積極的に推進する。 

○ 中央官衙について、「今後の霞が関の整備・活用のあり方」（平成 20 年６月

社会資本整備審議会答申）、「霞が関地区整備・活用計画」（平成 20 年７月官

庁営繕部）、「国有財産の有効活用に関する報告書」（平成 19 年６月 国有財

産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議）等を踏まえ、中央合

同庁舎第８号館の整備の実施及び中央合同庁舎第４号館の整備方針に関する検

討を進めるほか、老朽、施設の不備等に対応するため、計画的な改修等を行う。 

○ 合同庁舎の整備については、国民生活に密接な行政サービスを行う官署の集

約・合同化の推進に加え、耐震安全性が確保されていない庁舎について、地震

防災機能を発揮するために必要な事業を行う。 

○ 一般庁舎の整備については、新たな行政需要、機構改革、老朽、狭あい、施

設の不備等に対応するため、合同庁舎整備計画及び既存庁舎の使用調整計画と

調整を図った上で、緊急度の高いものから計画的に実施する。 

○ PFI 手法による官庁施設整備については、導入可能性の検討を行った上で実

施することが適切なものについて事業を行う。 

○ 地方分権改革の検討の対象となった「８府省 15 系統の出先機関」が入居予定

の庁舎については、平成 21 年中を目途に策定される「出先機関改革に関する地

方分権改革推進計画(改革大綱)」に沿って無駄が生じないよう柔軟に対応する。 

 

３ 既存ストックの有効活用等 

○ 施設寿命を延伸するとともに所要の性能を発揮させるための改修については、

緊急度の高いものから計画的に実施する。また、新築と同等の効果が得られる

大規模改修について、導入可能なものから積極的に実施する。 

○ 防災拠点施設整備については、耐震性能確保のため耐震改修等の整備を緊急

かつ積極的に推進する。 

○ 環境負荷低減に配慮し、グリーン庁舎（環境配慮型官庁施設）の整備及び既

存官庁施設のグリーン改修等を推進する。 

○ 官庁施設のバリアフリー化については、「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」の趣旨を踏まえて推進する。 


